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⑥ ガソリン乗用車から排出される VOCの排出経路の実態把握 
 
 

環境研究領域   ※山田 裕之 
       
 

１．はじめに 
最新の大気環境モニタリング結果によると,オキシ

ダントは計測地点すべてで大気環境基準未達成であ

り, 平均濃度も近年では増加傾向にある 1). また最

近導入されたPM2.5に関しても, 測定点は少ないが

達成率は 25%程度にとどまっている. オキシダン

ト, PM2.5 の主要成分である二次生成粒子は, 揮発

性炭化水素が大気中で反応することにより生成され

ることが知られている. すなわち, 近年の改善傾向

にある大気環境問題において残された大きな課題は

VOC(Volatile Organic Compounds)の排出削減で

ある. この考えにより固定発生源, 移動発生源共に

削減を行っている. 自動車では THC(Total Hydro 
Carbon)もしくは非メタン炭化水素として排出が規

制され, その規制値も年を追うごとに厳しくなって

きている. 排出の抑制はテールパイプからの排出ガ

スを中心に行われており, ガソリン乗用車の蒸発ガ

スに関しては規制は存在するものの, それほど注目

を集めてはいない. そこで本研究では, 4台の最新の

排出ガスレベルの車両を用いて, テールパイプエミ

ッション, 蒸発ガスを測定し, それぞれの排出割合

を算出する. 
 

2．実験方法 
本研究では, 最新の排出ガス性能レベル（ポスト

新長期規制 75%減）を有する 4 台の車両について, 
テールパイプエミッションの計測, および蒸発ガス

の測定を行った. 試験に用いた車両の諸元を表 1 に

示す. 2 台の小型車, 1 台の軽自動車および 1 台の普

通車を試験した. 排出ガス試験では,試験車両はシャ

ーシダイナモ上で定められたモード(JC08 モード)
を走行し,その際の排出ガスを排出ガス分析計によ

り分析した. 蒸発ガスに関しては, SHED(Sealing 
Housing for Evaporative emission 
Determination)を用いて試験を行った. 試験方法は

認証時の試験と同様とし, 走行終了後の車両が温ま

った状態での 1 時間の排出を測定する HSL(Hot 
Soak Loss)試験, 冷態で 1 日の温度変化を与えた際

の排出を 24 時間かけて測定する DBL(Diurnal 
Breathing Loss)試験の２つの試験を行った. 

 
Table 1 Specification of Tested Vehicles 

Car Name A B C D

Vheicle
Weight　(kg)

1020 1600 920 1050

Desplacement
(l)

1.33 2.994 0.658 1.495

Max. power
(kW)

68 188 43 80

Type of
Injection

Port
Injection

Direct
Injection

Port
Injection

Port
Injection

Transmission CVT 6AT CVT 4AT

Exhaust after
treatment

3 way
Cat.

3 way Cat
×2

3 way
Cat.

3 way
Cat.

Emission level
75%

reduction
from 2005

75%
reduction
from 2005

75%
reduction
from 2005

75%
reduction
from 2005

Categoly compact mid size small compact

 
 

３．結果 
図 1 に今回得られたテールパイプからの THC に

ついて JC08 コールド, ホットそれぞれ 5 回行った

試験の平均値、および加重平均結果を示す. これら

の結果によると, JC08 認証値はコールド試験の結

果が大きく影響すること, 車格の大きい B 車からの

排出が大きいことが確認された. ３つの試験車にお

いて, 認証結果を超過する排出量が確認されたが, 
これは今回試験を行った車両すべてが JC08 対応車

 

 

しているが，バイオマス燃料を用いたトラックでは排

出CO2はカーボンニュートラルとして扱い，ゼロカウ

ントとしている。 
図4より，CO2排出量[g-CO2/km]は軽油の場合と比べ

て，最大値をとる場合は，H2で45%，DMEで28%，FTD
では35%，それぞれ増加となるものの，最小値では，

H2で39.9%，DMEでは38.0%，FTDでは34.3%のCO2削

減効果が得られる。この結果から，H2，DME 及びFTD
は原料輸送と燃料製造プロセスの最適化によっては

軽油と比べて大幅なCO2削減が行える可能性があると

考える。また，MeOHではCO2排出量が最小ケースで

は11.6%の削減効果が得られるものの最大ケースでは

83.2%もの増加となるなど，現時点では他の燃料と比

べて低炭素燃料としてのポテンシャルが低いという

結果となった。 

 
５．まとめ 

今回，国内で産出される木質バイオマス（杉の加工

廃材）を原料とし，小規模分散型対応のガス化合成プ

ラントにおいて製造されるH2，MeOH，DME 及び FTD
を対象とし，これらを重量車に適用した場合のライフ

サイクルでの CO2排出量等について事例分析を行い，

以下の知見を得た。 
（1） 各バイオマス燃料の製造プロセスにおけるエ

ネルギー収支比[MJ/MJ-Fuel]は 1.0 を上回り，原料

輸送と製造プラント内の動力で 90%前後を占めた。

また，各燃料の製造時の CO2排出量[g-CO2/MJ-Fuel]
の傾向はエネルギー収支比の場合と同様であった。 

（2） 今回の事例分析からは，バイオマス燃料の製造

から車両走行までのライフサイクルでの CO2 排出

量（g-CO2/km）は，原料輸送及び製造プラント内動

力から排出される CO2が大部分を占め，CO2排出量

の評価に大きな影響を与えることがわかった。 
（3） 各バイオマス燃料のライフサイクルでの CO2

排出量（g-CO2/km）を軽油の場合と比べた場合，燃

料製造プロセスの最適化によっては H2 で 39.9%，

DME では 38.0%，FTD では 34.3% の CO2削減効果

が得られる可能性がある。 
 
今後，木質以外の原料から製造されるバイオマス燃

料の事例分析を行うとともに，自動車への燃料適用性

及び GHG 排出量を含めた総合的な環境負荷を評価す

る手法の確立に向け，調査研究を継続していきたい。 
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（WtW）における CO2排出量 
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⑦ 市街地における自動車単体騒音の実態について 
 
 

環境研究領域   ※宝渦 寛之  坂本 一朗  熊澤 保子 
 
 

１．はじめに 
自動車単体騒音に関する規制については、我が国で

は、新型自動車の加速走行試験法（TRIAS30）が昭

和 46 年に導入されている。TRIAS30 については、

その規制値は漸次的に規制強化が行われ、規制導入当

初と現在で比較をすると、例えば大型車では 11dB、
二輪車では13dBの引き下げが行われている。これは、

エネルギーベースで考えると、自動車から発せられる

騒音が 1/10 以下となったことを示している。一方、

道路交通騒音については、1971 年に、騒音に係る環

境基準に道路に面する地域について規定されている

（1998 年に改訂）。環境基準については、近年では、

改善の兆しが見えるものの、調査開始以来、長らく横

ばい傾向にあった。本稿では、認証試験における騒音

規制強化が道路交通騒音に与える影響を調べるべく、

1998～2001 年に改められた現行の規制値に対応した

車が十分に普及したと考えられる2008～2010年にか

けて、道路交通騒音の測定を行った。得られた結果を

現行規制前のデータと比較し、規制の効果を検証し

た。 
 

２．測定概要および解析方法 
市街地での車両単体から発せられる騒音を測定す

べく、国土交通省の全国道路・街路交通情勢調査を参

考に、これらの資料おいにて環境基準を超過する三箇

所（国道 16 号：柏市、山手通り：目黒区、府中街道：

小平市）において測定を実施した。測定は、いずれの

区間においても、車両が定常走行をしていると考えら

れる交差点から離れた区間において行った。測定の様

子を図 1 に示す。測定は、騒音測定と同時に、ビデオ

カメラによる撮影を行った。また、図にあるように、

路上にガムテープにて一定間隔をマーキングし、その

間の通過に掛かる時間（ビデオのコマ数）を求めるこ

とにより、マイクロホン手前での通過速度を算出し

た。解析対象とした車両は、騒音レベルが周囲の環境

音や他の車両の影響を受けておらず S/N が十分に確

保されていると考えられる車両とした。また、交換用

マフラーを着用していると思われる車両などは、環境

基準の評価対象からも外れるため、今回の解析対象か

らも除外した。 

図 1 騒音測定の様子 
 

３．測定結果 
表 1 に各測定点における測定結果を示す。表におい

て黄色のセルは環境基準の超過した場所・時間を表わ

し、赤色のセルは、要請限度を超過する場所・時間を

表わす。測定終了点の結果、府中街道での夜間および

山手通りの昼間、国道 16 号の昼間において、環境基

準を超過し、山手通りの夜間、国道 16 号の夜間にお

いて、要請限度を超過する結果となった。 
次に、個々の車両から発せられる騒音について、解

析を行った結果について述べる。音響パワーレベルと

通過速度の導出を、各車種それぞれ 60 台程度につい

て行った。なお、今回測定を行った三箇所の間では、

得られた音響パワーレベルに場所による明確な差異

は見られなかったため、測定場所を区別せず結果を扱

った。得られた音響パワーレベルは、日本音響学会提

案のASJ RTN-Model(1)（以下、ASJ モデル）と比較

することを目的に、ASJ モデルにて与えられている以

下の式に倣って整理を行い、回帰式を作成した。 

騒音計

ビデオカメラ

 

 

ではないことに起因する, 認証試験モードの違いと

思われる.  

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

Car A Car B Car C Car D

E
m

iss
io

n 
(g

/k
m

)

Cold
Hot
Combined

THC from Tailpipe

 
Fig. 1 THC from exhaust pipe with JE05. 
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Fig. 2 HSL and DBL results. 

 
Table 2 Summary of questioner about travel 
distance in a year by the difference of car 
categories. 

Compact Mid size Small All category

Travel distance
(km/year)

7,836 8,288 6,413 7,512
 

 
図 2 には４台の試験車の蒸発ガス試験の結果を示

す. すべての車両について, HSL 結果と比較すると, 
DBL 結果が大きいことが確認された. また, テール

パイプエミッション同様, 車格の大きい B 車からの

排出が大きい結果となった. すべての車両の試験結

果は規制値と比較すると十分低い値であった.  
東京都内在住の乗用車ユーザーに対して乗用車の年

間走行距離に関するアンケートを行った. このアン

ケートでは, 小型乗用車で 53 件, 普通乗用車で 36
件, 軽乗用車で 29 件の回答を得た. その結果を表 2
に示す. また, 今回得られた結果において, 図1に示

したテールパイプエミッション加重平均値, 表２の

年間平均走行距離からもとめた各試験車の年間平均

走行距離, および図 2 に示した DBL 結果を用いて, 
各車両からの VOC 年間排出量の算出を行った. そ
の結果を図 3 に示す. これによると総排出量に占め

る蒸発ガスは 40~70%となり, 平均で 53%と非常に

大きな割合であることが確認された. 
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Fig. 3 Estimated VOC emissions from tested 
vehicles in a year (a) and ratio of evaporative 
emissions (b). 

結論 
ポスト新長期規制適合相当の 4 台のガソリン乗用車

を用いて, JC08モードでのテールパイプからのVOC排

出の評価, および蒸発ガス試験を実施した. 

その結果, JC08 モードにおけるテールパイプエミッ

ション, 蒸発ガス試験における DBL 結果, さらには東

京都内在住の乗用車ユーザーを対象に行った走行距離

に関するアンケート結果から, 自動車排出VOC総量に

占める蒸発ガスの割合は平均で 53%と, 大きな割合を

占めることが確認された. 現在大気環境基準達成率の

悪い, PM2.5, オキシダントに関して自動車影響を一層

低減する必要がある場合には, テールパイプエミッシ

ョンのみならず, 蒸発ガスを含めた包括的な対策を行

う必要があることが確認された 2).  
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